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はじめに

令和5年3月に、「観光立国推進基本計画」が閣議決定され、ここ

ではコロナによる変化を踏まえたMICE誘致・開催の意義の発信、政府一

体となったMICE誘致・開催、MICE開催地としての地域の魅力向上・発信、

JNTO等によるMICE誘致活動の強化、MICE誘致の国際競争力の向上の

ための基盤整備が掲げられています。

また同年5月に閣議決定された新時代のインバウンド拡大アクションプラ

ンでは、「2030年までにアジアNo.1の国際会議開催国としての不動の地位、

世界5位以内」「2025年までに展示会・見本市への外国人参加者数を2割

増加させる。」というMICE目標が設定されました。

しかし、実態として日本における国際会議の多くは、東京や京都などの

一部都市圏に集中しています。地方都市の多くでは国際会議誘致の第一

歩を生み出せていない自治体・コンベンション推進機関が多く、国際会議

誘致件数を伸ばせていません。日本のMICE産業の底上げのためには都

市圏だけでなく、日本全体として国際会議誘致活動を推し進めていること

が不可欠と考えています。

本ガイドブックは、地方都市の自治体、コンベンション推進機関、施設関

係者のうち、これまで国際会議を誘致したことがない、もしくは今後誘致活

動を積極的に行っていきたいと考えている方々に役立つことを目的に作成

しました。誘致活動の第一歩として、どのように有望な主催者を探し、関係

構築をしていくのかを分かりやすく解説しております。

第一章では、国際会議誘致を行っていくうえで知っておくべき基礎知識、

そして地方都市が抱える課題についての客観的理解を目指します。そして

第二章では、有望な主催者になりうる大学教授の探し方からアプローチ方

法までを具体例を交えながら解説しています。

国際会議の誘致を担当する各都市・地域のコンベンション推進機関や会

議施設等の担当者の方々が、自力で営業体制を整えられることが最優先事

項と捉え、本ガイドブックが広く国際会議に関係する方たちの参考となること

を願っております。

令和7年 3月

観 光 庁
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第1章

国際会議誘致を取り巻く現状と課題



本章のゴール

本章では、日本における国際会議誘致の現状や、地方都
市が抱える課題を理解する

• 国際会議の基本知識を理解する

• 国際会議誘致において地方都市が抱える課題を理解する

第1章 国際会議誘致を取り巻く現状と課題
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国際会議の基礎知識第1節

国際会議の種類

会議例目安となる参加者数規模

国際機関の理事会や委員会、学術会議など～200人小規模

各種の学術会議、団体総会200人超 ～ 1,000人中規模

大型学会、大会等1,000人超 ～ 3,000人大規模

大型学会、業界団体・経営者団体の大会等3,000人超超大型

国際会議といっても、小規模なミーティングから数万人を集める大規
模な会議、毎年開催から不定期開催まで様々である。各都市は、どのよ
うな規模の会議誘致が自都市に適当かを見極めて、誘致活動を行うこと
が重要である

規模 頻度 参加者

超大型

大規模

中規模

小規模

毎年開催

複数年周期

不定期

3ヵ国以上

2ヵ国

国内のみ
（外国籍参加者あり）

27%

7% 4%

2017

59%

30%

8% 4%

2018

61%

28%

7% 4%

2019 2020 2021

54%

2022

51%

32%

2023

3,313 3,433 3,621

222 29

553

1,376

61%

小規模 中規模 大規模 超大型

日本における規模別国際会議数（JNTO基準）

200人未満の小規模会議が
全体の半数以上を占める
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会議開催地決定のパターン

決定方法開催地決定パターン

• 開催場所が1つに固定されている
（例：国連総会、ダボス会議等）

開催地固定

• 機関や団体の加盟国など、特定の都市・域の間で順番に開
催地が決定される
（例：G8サミットや日中韓会合 等）

持ち回り

• 同分野の大型会議の開催にあわせ、同じもしくは周辺地域で開
催地を決める
（例：第8回国際エネルギーフォーラム開催に合わせて、
第121回OPEC総会を同都市の他施設で開催 等）

• サテライト会議でよくみられる

他会議連動

• 求める条件にあう開催地を公募し、応募してきた都市・地域の中
からコンペティションで開催地を決める

• 大規模な国際会議において見受けられる

コンペティション

• 学会や研究会の実行委員からの推薦で開催地を決める

• 比較的小規模な国際会議でみられる
実行委員からの提案

開催地決定方法も会議によってさまざまである。既に固定されている・持ち回
りで決まってしまっている場合もあるが、コンペティション形式でゼロから決まる
場合も多い。

特に実行委員からの提案で決まる場合は、実行委員の裁量権が大きく、国際
会議に慣れていない都市でも誘致を成功させることが可能である

国際機関ICCAでは

を国際会議の基準としているし、JNTOでは

を基準にしている。国際会議誘致といっても大きな
会議を誘致する必要があるわけではないのです

定期開催 指定なし50人以上

指定なし 3ヵ国以上50人以上
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第1節のポイント
 国際会議といっても、規模や頻度によってさまざまな種類があり、その開

催地決定方法もさまざま
 「実行委員からの提案」で決まる場合は、国際会議に慣れていない都市

でも誘致を成功させやすい

9



日本の国際会議誘致の現状第2節

政府は2030年までに世界5位以内になる目標を掲げ
ていますが、開催数を伸ばしているGlobal MICE都市*
以外での開催件数増加も目標達成に向けて重要です

解説

2030年までにアジアNo.1の国際会議開催国としての不動の地
位、世界5位以内
（「新時代のインバウンド拡大アクションプラン」より）

国際会議にかかる我が国の目標と現状

目標

件数国名順位（2023）

690米国1
553イタリア2
505スペイン3
472フランス4
463ドイツ5
425英国6
363日本7現状

324
(69%)

147
(31%)

2017

375
(71%)

156
(29%)

2018

405
(74%)

143
(26%)

2019 2020 2021

158
(65%)

85
(35%)

2022

259
(71%)

104
(29%)

2023

471
531 548

36
78

243

363

G-MICE都市(12都市） その他

都市別国際会議件数内訳（ICCA基準）

国別国際会議件数（ICCA基準）

*Global MICE都市 =札幌, 仙台, 東京, 千葉,横浜,名古屋,大阪,神戸,京都,広島,福岡,北九州
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G-MICE都市以外でも、国際会議開催件数を伸ばせている都市がある一
方、多くの地方都市では会議開催件数を伸ばせていない

第2節のポイント

 政府は2030年までに世界5位以内になる目標を掲げているが、G-MICE
都市など一部都市に開催が集中

 G-MICE都市以外でも国際会議開催件数を伸ばせている都市がある一
方、多くの都市では会議開催件数を伸ばせていない

経年

開催件数

Sタイプ（独自成長）

Aタイプ（一定水準後伸び悩み）

Bタイプ（県外営業未確立）

Cタイプ（営業未確立）

Dタイプ（伸び悩み）

地方都市の会議開催件数推移パターン*（中核45都市の推移から類型化）

このガイドブックは、国際会議誘致に悩む都市のうち
特にB,C,Dタイプの都市をターゲットとし、少しでもSタイ
プのような成長ができることを目指しています

定義該当数会議件数推移パターン

• 営業や独自の工夫で成長している都市4都市Sタイプ（独自成長）

• 一定の開催件数はあるが、近年伸びてない都市6都市Aタイプ（一定水準後伸び悩み）

• 県外営業体制が未確立の都市8都市Bタイプ（県外営業未確立）

• 県内営業体制もまだ未確立の都市17都市Cタイプ（営業未確立）

• 長期的に伸び悩みをみせている都市10都市Dタイプ（伸び悩み）

* 過去20年間(コロナ期除く)の
JNTO統計の分析により作成
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大学の国際化の現状

各大学はそれぞれの目標・ビジョンを掲げているが、近年多くの大
学で国際化を大きな目標の1つとしている。これはグローバルにおけ
る日本の大学の評価低迷などが背景として考えられる。
大学・学会の国際化推進の流れを受け、国際共著論文の執筆や国際

会議誘致を積極的に取り組む大学教員の数が増えてきている。実際、
全国的に国際共著論文が右肩上がりで増えており、その国際共著論文
数と国際会議数との関係にも一定の相関関係が見られている（下図）

一方、地方の大学では国際共著論文数に限りがあるため、国際会議
数を伸ばしていくためには旧帝大など同論文数が多い県外大学へのア
プローチがいずれ必要になる。
上図の点線より上部に位置する（国際共著論文数に対して国際会議

件数が多い）都市では、県外大学の教授からの誘致を引っ張っきてる
都市も多い（岡山、富山、松江など）

コラム

-10

0

10

20

30

40

50

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

国際共著
論文数

国際会議件数

筑波
岡山

金沢
新潟

富山

熊本

松江

中核都市の国際共著論文数と国際会議数
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地方都市の誘致活動における課題第3節

国際会議件数で伸び悩む地方都市の課題として
色々な要因がありますが、最も問題なのは主催者と自
治体がちゃんとマッチングしておらず、本来あるはずの
会議開催機会を逃していることです

解説

自治体・CBの営業・情報提供体制が不十分1

地元主催者自治体・CB

首都圏や他都市
での開催の検討
会議誘致の断念

会議ニーズ

地方都市においても、地元の大学教授を中心に国際会議主催ニーズが
あることが多い。それにも関わらず、自治体・コンベンションビュー
ロー（以下CB）から主催者に対する営業活動や情報提供がないことで、
会議誘致のチャンスを失っていることがある

営業活動・情報提供• 施設
• 宿泊施設
• 補助金
• エクスカーション
• アクセス 等

会議誘致機会を逃している主な要因

国際会議件数が伸び悩む地方都市の共通した問題として、主催者に対
する営業活動や情報提供が不十分であることがある。これらの都市の多
くでは、「依頼・問い合わせ」が来た時のみ対応すればよいと誤認され
ている

国際会議をやるときは主催者
から問い合わせが来るはずだから、

営業は不要でしょう

相談
（CBの存在や支援
内容を知らない）
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主催者が抱える課題

<国際会議誘致に関するノウハウ不足>
• 主催者個人では、国際会議誘致の支援制度の情報収集に限界がある
• 国際会議誘致の際のノウハウが不足している
<誘致活動に充てられる時間不足> 
• 主たる主催者である大学教授は、授業や研究などの通常業務がある
なかで、国際会議誘致の活動にかけられる時間が十分とれない

主催者が「地元での開催は難しい」と思っている2
自治体・CBからの営業活動・情報提供不足もあり、主催者は地元の会

議施設等の情報を得ておらず、「地元では会議実施ができない」と認識
してしまっていることがある。開催自体を断念したり、他都市での開催
を検討することで、地元での会議誘致機会を逃してしまっている

国際会議をやっているイメージもないし、
会議施設もあまりよく知らないから、地元での

国際会議誘致は難しいのだろうな…

京都大学の院生が行った国際会議誘致要因分析によれば、ひと月当た
りの営業回数として、
・都道府県内の営業：CBの2割強、コンベンション施設の7割弱が0回
・都道府県外の営業：CBの2割弱、コンベンション施設の7割強が0回
と回答されており、実際に営業が不十分な状況にあることがわかります

（詳細は以下を参照）
https://www.gsm.kyoto-u.ac.jp/wp-content/uploads/KAFM-
WJ015_kitamura_2019.pdf
北邨昌子・前川佳一「国際会議は大都市だけのものなのか-地方都市が抱
える課題を探る」
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第3節のポイント

 国際会議件数が伸び悩む地方都市における一番の課題は潜在的な会
議誘致機会を逃していること

 自治体・CBから主催者に対する営業活動や情報提供がないことで、主
催者が地元での開催を諦めてしまっている

各都市が主催者への営業体制を整え、潜在的な会議開催機会を
捉えることで開催件数を伸ばすことが可能

（具体的な方法を第2章で解説）
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第2章

実践プロセス（主催者との関係構築）



第2章 実践プロセス（主催者との関係構築）

本章のゴール

経済効果

地域の国際化 地域の広報

自都市への国際会議誘致に向けて、まずはキーパーソンと
なる会議誘致の主催者とのネットワーク・関係構築が必要に
なる。

本章では、実際に主催者へアプローチできるようになるた
め、有望な主催者と関係構築していくうえでのポイントを理解
する

• 地元大学の有望な主催者の特徴と探し方を理解する

• 主催者へのコンタクトの仕方、営業の仕方を把握する

• 主催者と友好な関係構築するための方法・Tipsを理解する

• 県外の有望な主催者の探し方・アプローチの仕方を知る
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県内の有望な主催者の探し方第1節

プロセス1

プロセス2

プロセス3

プロセス4

有望な主催者を知る

地元大学から主催者を探す

主催者にコンタクトする

主催者と会う

主催者と会うまでのプロセス

有望な主催者（特に大学教授）がどのような特徴を持ってい
るかを理解・把握する

まずはインターネットの情報から、地元大学等から有望な主
催者を探す

見つけた主催者に対し、大学や研究室に掲載されている連
絡先をもとにアポイント依頼を取る

コンタクトした方から好意的な反応が来たら、主催者のもと
を訪問し、会議に対する意向や課題感を伺う
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プロセス1：有望な主催者を知る

1
地元大学・

研究機関の所属

3
学会の

実行委員

• 地元の大学・研究機関：

自都市で開催するうえで地元大学・研究機関の方
にはメリットを感じてもらいやすい
大学では特に教授/准教授が会議誘致に携わって
いることが多く、有望度が高い

2
理系分野

所属

• 理系学部：

日本における国際学会では、理工系学会の件数
が多く、大学教授では特に「理学部、工学部、情報
学部、医学部、農学部」の方々が有望

• 学会実行委員：

学会の開催にあたっては必ず実行委員会が設け
られるが、中小規模の学会ではRFPを出さず委員
会の中で開催地が決まることが多い

実行委員会のメンバーであれば、自都市での開催
に向けて働きかけできる可能性が高い

有望な主催者ってどんなひとでしょう…？

地元の理系大学・研究機関に所属し
ている方で、学会の実行委員をしてい
る方は有望ですよ！

解説

プロセス1のポイント
 有望な主催者の特徴は、

1.地元の大学研究機関所属、2.理系分野所属、3.学会の実行委員
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プロセス2：地元大学から主催者を探す

特徴がわかっても探し方がわかりません…

大学はWebサイト上で教授一覧（研究
者総覧）を掲載していることが多い！
まずはそこから探してみましょう！

解説
探し方のステップ

STEP

1

STEP

2

STEP

3

STEP

4

STEP

5

地元にある大学・
研究機関を洗い出す

大学・研究機関の
研究者一覧を検索

理系の
研究者を表示

研究者の
個人ページを確認

有望な主催者の
情報を記録する

 まずは地元の大学をチェックし
国立→公立→私立（理工系）
で優先順位付け

 加えて理系研究機関も確認

 「大学名 教授一覧」と検索すると
ヒットすることが多い

 ヒットしない場合は大学HP上で探
してみる

 絞り込み機能等を活用し、理系
の研究者を表示する

 教授/准教授の個人ページを閲覧
して、有望な教授かをチェック

 情報が足りないときは、所属する
研究室や個人開設サイトをみる

 有望そうな教授を見つけたら、確
認した情報をエクセルなどのツー
ルで記録
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【探し方の実例】 （宇都宮大学での例）

STEP2
大学に所属する教授一覧を検索する

大学の研究者総覧
をクリック

STEP3へ

22

大学名+教授一覧 で検索



STEP3
理系の教授を表示する

例：工学部所属の研究者一覧を開く
(ない場合はキーワード検索で”工学部”など
で調べる）

STEP4へ

教授/准教授をクリックして個人ページを開く
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【基礎情報】
 大学内での役職、研究分野

【学会関連情報】
 所属学会の開催実績、学会での役職

【その他活動情報】
 英語での論文発表、外部講演・発表の実績
 海外でのアクティビティ

1

2

3

1

2

3

論文や外部講演が活発な
方は、会議誘致にも前向
きである方が多いです！

STEP4
研究者（教授/准教授）の個人ページを確認する

STEP4の続きへ

確認
ポイント

24



STEP4（続き）

研究者（教授/准教授）の個人ページを確認する

大学のホームページに掲載されている情報だけでは国際会議
主催者として有望かどうかわからない場合、

教授が所属する研究室のウェブサイトやその他ウェブサイトも
確認しましょう！！

研究室ウェブサイトの例

過去の具体的な委員会歴などか
ら、国際会議への意向がわかる

25



STEP5へ

その他ウェブサイト例：

各教授の経歴や内外講演歴、
所属学会などの基礎的情報
が多く掲載されている
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プロセス２のポイント

 「大学名+教授一覧」で検索し、大学が公表している研究者一覧から理
工系の教授/准教授を探す

 Excelや営業ツールを活用し、情報は必ず記録する
 これまで主催者探しをしたことがないCB・自治体は、まずは有望な主催

者を40～50人程度見つけることを目標にする

上記のステップを実践し、まずは
有望な主催者を40～50人程度見つけることが目標！
慣れてきたら定期的に主催者情報を調査して、月4-5人ず
つ新しい教授を見つけていけると理想的！

Microsoft Excelでの記録例

STEP5
有望な主催者の情報を記録する

記録しておく情報

教授氏名、URL、大学名、学部名、役職名、連絡先（電話、メール）基礎情報

所属学会名、学会の過去開催実績、今後の開催予定学会情報

営業担当者、最終アプローチ日時、営業ステータス営業情報
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JCCBのDBを活用した教授の探し方

JCCB（日本コングレス・コンベンション・ビューロー）では、毎年全
国で実施された会議をデータベース（DB）化して会員に提供している。
会員になるためには会費を支払う必要があるが、このデータベースを

活用して有望な主催者を探す方法もある。自都市の教授は探しづらいが、
学会ごとに所属する教授を把握する上では有効な手段なので覚えておき
たい。

コラム

JCCBの会議DB検索画面

STEP1
自都市で開催可能な規模の国際会議をDB上で検索する

自都市のキャパシティ等を
入れて検索
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STEP2
ヒットした学会に所属する教授をブラウザで検索する
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ステージ3：主催者にコンタクトする

有望な方を探したら、次は主催者にコンタクトですね！

連絡先は研究室のHPなどに載ってい

ることが多いです。最初はメールでコン
タクトするのが良いと思います！

解説

教授の所属する研究室HPを閲覧

STEP1
主催者の連絡先を取得する

（大学名）+（教授名）+連絡先 で検索
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プロセス3のポイント

 大学や研究室のHPから教授の連絡先を取得できることが多い
 電話や飛び込み営業ではなく、メールでアポイントを依頼する
 助成金情報など、主催者が関心を引くようなコンテンツでアポを依頼する

主催者にコンタクトを取るときのポイント

<主催者の関心を引く内容を入れる>
• 主催者が興味を持てるようなコンテンツを含めてコンタクトをとる。
具体的には、市の助成金情報や行政の予算事業の案内など、教授を
実務的に支援できる内容が良い

<コンタクトのタイミング> 
• 教授も特に学会シーズン（3、9月）や新学期の始まり（4、10月）
は忙しい。特段の理由がない場合その時期は避けるべきである 

• 年末年始や、新任の方が着任されるタイミングはアポ取りしやすい
<コンタクトの初動を早くする>
• 完璧なやりかたというのはなく、実際にコンタクト取ってみないと
何も進まない。とにかくまず連絡をとってみることを意識する

STEP2
主催者にコンタクトを取る

-主催者に関心事を含んだメールの例-

△△大学○○教授

このたび☓☓市として「コンベンション誘致補助制度」
を新設いたしました。つきましては、ご説明のお時間を
いただくことは可能でしょうか

観光庁より▽▽事業の公募が始まり、会議誘致した
際に補助金が出されるようです。もしご興味がありまし
たらご説明に伺いますがいかがでしょうか
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ステージ4：主催者と会う

主催者を訪問・面談する際のコツはありますか？

主催者ごとの困りごと・ニーズに合わせ
た面談をすることが大切です。そのため
の事前準備をしっかり行いましょう！

解説

 会議施設：会場面積やキャパシティ、機器設備、金額など
 宿泊施設：部屋数、部屋タイプ、宴会場の有無など

Check 1：MICE施設・宿泊施設の情報

 県や市が設けている補助金の金額、補助条件など
→近年、学会開催にも黒字化の圧力が強まっている傾向にあり、教授陣
としては補助金の有無は大きな関心事となっている

Check 2：補助金情報

 主要な駅・空港からのアクセス方法
→コロナ渦で減便していたものが近年また増便している場合もあり、最新
情報をチェックしておく

 オプションとして提供できる交通手段（リムジンバスのチャーターなど）

Check 3：アクセス

 CB・自治体として主催者に対して提供できる支援（補助金申請支援、施設
予約の代理、エクスカーションの提案・手配、当日の運営サポート等）

Check 4：国際会議支援メニュー

事前準備しておくべき情報
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 ナイトタイムエコノミー
 ユニークベニュー
 テクニカルビジット
 エクスカーション

→「こんな場所で開催できるんだ」というユニークべニューやエクスカーショ
ンがあると記憶に残りやすい

地元大学の教授であっても、CBや自治体がどんな支

援をしてくれるのか、どんな補助制度があるのか知ら
ない人は意外と多いのが現状です

最新情報をとりまとめ、教授の困りごとに応えられ
るようにしておくことが大切です

主催者と面談するときTips

<まずは知ってもらう・覚えてもらう>
• 主催者とは数年にわたる長期的な関係を作っていくこととなるため、
初回はなによりも「覚えてもらう」ことが重要

• 国内会議・国際会議問わず、会議誘致に対してよろずに相談しても
らえる立場を目指す

<お土産を持っていく>
• 教授によく理解してもらうため、施設資料やパンフレットなどを
持っていく良い

• 会議誘致した際のイメージを持ってもらうためにも、ノベルティを
持っていくことも効果的

プロセス4のポイント

 教授のニーズに対応するため、自都市情報の事前準備をしっかり行う
 初回の面談では、自都市やCB・自治体のことを知ってもらう、会議誘致

の良き相談相手として認知してもらうことを目指す

Check 5：自都市での開催の魅力
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訪問した方に会議誘致の予定がなくとも、周辺に会議誘致を考えてい
る教授がいる可能性はある。そのような方がいないか確認しましょう

教授を訪問しましたが、会議を主催する予定はな
いと言われてしまいました

もし当てが外れてしまっても、他の教授
の紹介依頼をしたり、こちらにできるこ
とをアピールして次につなげましょう！

解説

番外編：もしも当てが外れたら？

Action 1：他主催者の紹介依頼

周りに国際会議に関心のありそうな先生をご存じないでしょうか

○○科のXX先生が、今度学会の実行委員会を

やると言っていたので、話を聞いてみると良いか
もしれませんよ！

Action 2：教授の困りごとのヒアリング

会議誘致に直接関わることでなくても教授の困りごとで貢献できるこ
とがあれば積極的に支援しましょう。会議誘致に留まらず、フランクに
相談してもらえるような友好関係を築くことが大切です。

周辺の飲食店のキャパを記載したリストを持っ
ているので、そちらご共有しますね！

実は大人数が入る食事場所がなかなかなく、会議後に夜
ご飯に連れて行く場所に困ってるんですよね…
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大学と連携した教授へのアプローチ

教授に対して個別に連絡を取っていく以外に、市や大学と連携して
複数の教授陣に一気にアプローチする方法もある。具体的には、大学
の事務局経由で自都市のコンベンションに関する情報を教授の方に共
有してもらうことや、教授会で時間をもらって自都市での開催メリッ
トについて説明するなどである。教授に個別にコンタクトするより難
易度は上がるが、既に大学の事務局や有力な教授とコネクションがあ
る場合はチャレンジしてみると良いかもしれない

姫路観光コンベンションビューローでは、観光庁事業の一環で地元
の兵庫県立大学と連携し

①コンベンションセミナー
②学会でのランチョンセミナー
③好古園のレストランでユニークベニューの体験

を実施した。特に①では開催後アンケートから、国際会議をやる予定
の方を数名見つけることや、潜在的な会議ニーズについてのコメント
を獲得するなど、一定の効果を発揮していた。

コラム
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誘致に向けた主催者との関係構築第2節

面談しましたが、直近の会議誘致は難しそうです…

会議誘致は頻繁にあるものではありませ
んから、主催者と長期的な友好関係を築
くことが重要ですよ！

解説

 節目での挨拶： 年末年始や新しい事業が始まったタイミングで挨拶のメー
ル・電話をする

 情報のアップデート：補助金制度や新しいエクスカーションなど、教授に
とって新鮮な情報があった場合にメールやパンフレットでお知らせする

Action 1：定期的な情報提供

 アワード：地域への貢献度が高かった会議や、今後のモデルとなるユ
ニークな会議を開催した主催者を表彰する取り組みを行う
→大学・研究機関から会議誘致に対するインセンティブが出ないなかで、
地元で開催することの動機付けを作る

Action 2：アワード・表彰制度を追加

主催者と友好な関係を築くためのアクション
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国内会議誘致のサポート実績が、主催者からの信頼獲得にはとても重要にな
るため、開催地選定の段階から手厚くサポートすることが大切になる

開催地選定段階
 特に補助金やエクスカーションに関する最新情報

→例えば「羽田間の発着便が1つ増えた」というような情報でも喜ばれる

ケースもある。主催者に向けて情報を定期的にアップデートして伝えるこ
とが重要

開催準備段階
 補助金等の書類申請
 施設予約調整
 席配置・レイアウト検討
開催段階
 受付サポート
 ノベルティの作成配布

Action 3：国内会議誘致のサポート

主催者を支援する上でのTips

• 主催者の支援をするなかで、自治体やCBも困りごとやわからないこ
とに直面することがある。そのようなときは他都市の同業者からの
アドバイス・支援を受けることが非常に有用である

• 他都市の自治体・CBとのつながりをつくる上では、JCCB/JNTOが
主催する国際MICEエキスポ（IME/アイミー）などで積極的に情報交
換すると良い

• また国や自治体の支援制度については、自治体やCBに加えてJNTO
へ問い合わせることも有効な手段の一つである
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形骸化した連携協定の弊害

近年、地域・大学間連携の重要性が認識されつつあるなかで、市や県
などの自治体と大学当局が連携協定を結ぶ事例が増加しつつある。一方
で、連携協定を結んだはいいものの、ほとんどのケースでは具体的な取
り組みが何も出来ていないというのが実態である

残念ながら連携協定といっても、多くの場合大学・自治体の両者に対
して拘束力をもつものではなく、いわば連携を推進させるための「口約
束」であることが多い。具体的なアクションを生もうとするならば連携
協定を「手段」として有効活用し、データベース連携やセミナーなど実
施に向けて主体的に働きかけを行う必要がある
成功事例として、広島市では広島大学・広島市・広島CBが連携協定を

締結するなかで、大学教員の会議情報の連携を行っている

大学との連携を推進させる「手段」であったはず協定が「目的」にな
り、形骸化した連携協定が増えていくことは大学・自治体にとっての好
ましい状況ではない。今後連携協定を結ぶことを考えている大学・自治
体には「協定を結んだうえで具体的に何をするのか」をしっかり考える
ということをお願いしたい

コラム

会議情報を大学事務局とCBが共有
→効率的な誘致・開催支援が可能となり、
会議誘致案件は増加傾向

広島市の例

大学 市・CB
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県外の有望な主催者の探し方第3節

中長期的に会議誘致数を増やしていくうえでは、
県内に留まらず、旧帝大をはじめとした県外の主
催者とのつながりを作っていくことも大切です！

解説

 紹介依頼：県内の教授は、出身大学や学会の繋がりなどで県外教授との
コネクションを持っている。特に国際会議ニーズが大きいと想定される旧
帝大などの先生とのコネクションを予め調べて置き、積極的に紹介を依頼
してみるとよい

 口コミ：県内の教授から信頼関係を獲得すると、こちらが意図した形以外
で県外の教授まで口コミ・評判が拡がっていくことも多い

Case 1：県内教授人脈からの繋がり

県外の有望な主催者の探し方・アプローチの仕方

共同研究をしている方で東大の
先生がいるな！紹介してもらえる
か聞いてみよう

東大の○○先生、ご紹介お願いで
きませんか？

いいですよ！先日ここに来たとき、
とても好印象だったそうですよ！

うちの地元は自治体・CBのサポー
トも手厚いし、色々揃ってますよ！

県外教授
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ウェブサイト例：KAKEN

共同研究者

教授の共同研究者を調べる上では、研究系ウェブサイトの活
用が有用です！KAKENやresearchmapといったウェブサイトか
ら科研費や共同研究者について調べましょう
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宇都宮市

特に旧帝大・早慶出身の先生は、出身大学のつながりを引
き続き有しているケースが多く、国際会議積極派の先生同士
で会議を企画したり、海外会議に参加したりしているケースも
多く見受けられます。このような人脈を自治体・CB側でリストと
して蓄積し、タイミングをみてアプローチしていくと良いです

【大学間ネットワークの例】 （宇都宮大学）

宇大

静大

徳大 理研

慶大

共同研究・
若手育成交流

• 光工学分野で、宇都宮大、徳島
大、静岡大、慶大、理化学研究
所等で共同研究や若手育成交流
を実施

• 若手を集めたセミナーを宇都宮、
徳島、浜松などで輪番制で実施

【他大学へのアプローチ例】 （宇都宮のファムトリップ）

県外教授

国際会議予定の旧帝大教授等を
事前に招待

県外教授との関係構築 新たな主催者の紹介
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 自都市の紹介セミナー：都市圏など、有望な主催者が多いと思われるエリ
アで自都市の紹介セミナーを開催し、普段接点のない主催者に対して自
都市の施設・設備やアピールポイントを紹介する
→自都市だけでの開催が難しい場合は複数都市合同でやることも一案

 県外の学会へのブース出展：学会へ自治体やCBとしてブース出展し、学

会に参加している幅広い教授陣へアクセス。そのなかで自都市での開催
に興味をもってくれそうな方にアプローチする

Case 3：県外でのイベント開催・参加

 国内会議参加者へのアプローチ：
国内会議で自都市を訪れた県外教授も重要なターゲットになり得る。

会議施設を利用しているということは、既に施設に対するイメージや理解
があるということであり、以後定期的に県外教授に補助金や実績説明を
することで、自都市で会議誘致してもらうことも期待できる

Case 2：国内会議の参加者

先日の○○会議でお越しいただいた▲▲市
ですが、よろしければ補助金や実績説明の
お時間いただけないでしょうか？

県外教授

セミナー開催においては、既に関係のある地元大学のキーパーソンに
登壇してもらうことで、他大学教授との関係構築・強化をより期待でき
る

実際に私が地元で国際会議した
とき、CBや自治体の方々にしてい
ただいたサポートとしては、、、、

開催イメージ

説明への信頼度
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県内教授のネットワーク活用事例

おかやま観光コンベンション協会では、県内主催者に加えて県外教
授とのネットワーク拡大も積極的に実施しており、その1つとして県
外学会へのブース出展を行っている
例えば、「応用物理学会」という日本最大規模の学会にCBとして

ブースを出展。珍しいアカデミアや企業以外の出展として立ち寄って
くれる教授が現れるため、そこで自都市のアピールや名刺交換を行い
教授陣とのネットワークを構築している
また、過去に岡山で会議を主催したことがある教授の方に、学会に

参加している知人教授を紹介してもらうことで、県内教授の周辺主催
者とのネットワークの構築を実現している

コラム

出展時の様子
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